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企業主導型保育事業ご担当者 様  

公益財団法人児童育成協会 

 

令和３年度企業主導型保育事業（運営費等） 

継続申請の手続き及び概算交付申請の日程について  

 

 

時下ますますご清祥の段、お慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上

げます。 

 本事業において、既に運営費等の助成決定を受けている施設が、翌年度も継続的に運営費等の

助成を受けるためには、改めて助成決定を受ける必要があります。 

 必要な手続き等について、下記のとおりご案内いたします。 

 

記 

 

１．令和３年度企業主導型保育事業（運営費等）継続申請の手続きについて 

（１）対象事業者  令和２年度企業主導型保育事業（運営費等）助成決定事業者 

 

（２）申請内容   令和３年度企業主導型保育事業（運営費等）継続申請 

 

（３）申請期限     ２０２１年３月２５日（木）～４月７日（水） 

            ※期限厳守 

 

（４）申請方法     別紙「令和３年度運営費等継続申請手続きについて」参照 

 

（５）変更点      別紙参照 

 

２．令和３年度企業主導型保育事業（運営費等）の概算交付申請手続きの日程について 

 令和３年度の概算交付申請の申請期間は以下のとおりです。概算交付申請につきましては、令

和３年度継続申請を行い、助成決定を受けた後に申請が可能です。 

 

  概算交付申請   対象月の１日～１０日 

  概算交付日    対象月末（土・日・祝日の場合は前日の平日） 

 

※例えば４月分の概算交付申請期間は４月１日～４月１０日、概算交付日（振込日）は４月３０

日となります。 

※積極的に概算交付申請を活用してください 

 

 

 

２ １ ０ ３ － ０ ３ ０ 

２０２０年３月２４日 
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３．令和３年度企業主導型保育事業（運営費等）継続申請及び概算交付申請手続きのイメージ 

 

 

 

※１ 赤字が本通知でのご案内対象 

※２ 継続申請期間    ２０２１年３月２５日（木）～４月７日（水） 

※３ 概算交付申請期間  対象月の１日～１０日 

             ４月に概算交付を受けるためには、４月１日～１０日までの 

             申請が必要となります。 

 

 

４．留意事項 

①令和３年度継続申請においては、添付書類が必要となります。別紙をご確認いただき必ず提出 

 をお願いいたします。 

②運営費等のうち図面確認が必要な変更（例：定員変更など）については、図面審査承認後より 

 変更を認めます。（全ての申請の変更を認めるわけではありませんので、ご留意ください） 

③従前より、概算交付申請とは別途、月次報告にて毎月の実績を報告していただくことにより運 

 営費の助成を行っているところですが、月次報告は毎月の実績報告であることから、協会が必 

 要と認めた場合を除き、月次報告確定後の修正は原則として認めておりませんので、ご留意く 

 ださい。児童数や職員配置等に誤りがないよう必ず確認のうえ報告してください。 

④②及び③の詳細については追ってご案内いたします。 

 

 

         以上 

３月 ４月 ５月 ６月 

 

  

  

  

  

   

承認 

振込 

継
続
申
請
※
２ 

助
成
決
定 

４月概算 

交付申請 

※３ 

承認 

振込 
４月月次 

報告 

審査 

審査 

５月 

概算 

承認 

振込 
審査 

【お問い合わせ】 

企業主導型保育事業本部 審査部 

電話     ０５７０－５５０－８１９ 

            （９：４５～１７：１５） 

 お問い合わせフォーム https://www.kigyounaihoiku.jp/contact 

  精算 
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【重要】以下の点が変更となります 

●令和２年度（２０２１年）１月分の登園表（実績）の添付 

会計検査院より会計検査院法第３４条に基づき、令和２年１２月２５日処置要求が発出されまし

た。 

処置要求に基づき、令和２年度１月分月次報告の根拠となる在園児の登園表の提出を、全施設を

対象に求めることといたします。 

※令和３年２月または３月に開所した施設については、別途ご案内いたします。 

 

【必要書類】 

・令和２年度（２０２１年）１月分登園表（PDF形式） 

 ※新たに登園表を準備する必要はございません。既存の登園表を添付してください。 

 

①申請画面に添付する際はファイル名を下記のとおりとしてください。 

 ファイル名：【UK０１▲▲▲▲】令和２年度１月分児童登園表（●●●●） 

 ※【UK０２▲▲▲▲】は令和２年度の助成決定番号を入力してください 

  「●●●●」は保育施設名を入力してください 

②添付いただいた令和２年度（２０２１年）１月分登園表は、令和３年３月４日付「２０２０年 

 度運営費等における年度報告及び完了報告並びに処遇改善加算の実績報告について（以下「年 

 度完了報告」という）」に基づく年度完了報告にて、報告済み内容との照合を行います。 

③照合により報告内容との相違が発覚した場合は、３月４日付通知に基づく年度完了報告にて修 

 正等を求めます。 

④企業主導型保育事業助成要領第１の５（９）に記載があるとおり、助成決定事業者は事業に係 

 る収入および支出について証拠書類を整理し、かつ事業完了の属する年度の終了後５年間保管 

 しておかなければなりません。今回提出を求めることになる令和２年度（２０２１年）１月分 

 登園表は当該収入及び支出についての根拠書類となるため、紛失した等の事由は一切認めませ 

 ん。 

⑤提出がなされない場合は、助成要領第１の１に基づく「新規児童の入所停止」などの措置を検 

 討します。 

 

●継続申請に対する助成決定額の算出方法 

予算執行の観点から継続申請に対する助成決定額の算出方法が変更となります。 

 

変更前）積算額（基本分及び加算分）の全額 

変更後）積算額（基本分及び加算分）の５割 

 

例）継続申請における助成申込額が１，０００万円の場合 

令和２年度⇒１，０００万円が助成決定額となる 

令和３年度⇒５００万円が助成決定額となる 

 

令和３年度運営途中で継続申請に対する助成決定額を超える場合は、別途助成決定額変更申請の

手続きが必要となります。詳細については令和３年度の夏頃を目途に通知いたします。 

 

別紙 



4 

 

令和３年度運営費等継続申請手続きについて 

 

 申請方法    下記申請画面イメージに沿ってご入力をお願いいたします。なお、セキュリ 

         ティ保護のため、１５分単位で自動的にログアウトする仕様となっていま 

         す。続けて使用する時には、１５分以内に画面への入力、またはボタン操 

         作・一時保存を行うようにしてください。 

         「申請を行う」などのボタンクリック後、申請完了画面が表示される前や画 

         面内容の計算、ボタン送信中にブラウザを閉じたりシャットダウンしたりす 

         ると、正しく申請ができません。十分にご注意ください。 

 

 ①ログインする 

 STEP１：企業主導型ポータルサイト（https://www.kigyounaihoiku.jp/）にアクセスします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 STEP２：登録済のメールアドレスとパスワードを入力します。 

登録済のアドレス・パスワードを入力 

  「申請ログイン」をクリック 
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 ②メニュー画面 

 「年度選択」にて「２０２１年度」を選択後、「助成申込（運営費）」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③助成申込一覧 

初回は「継続保育施設名」を選択し、「継続申請」をクリックし、申請手続画面に進みます。 

申請画面作成後、一時保存等により画面作成を再開する場合は「申込書」欄の「作成再開」をク

リックし、申請手続画面に進みます。 

 

申請画面作成のため、初回は施

設名を選択の後「継続申込作

成」をクリックします 

２回目以降は対象施設の「作成

再開」をクリックします。 

「２ ０ ２ １ 年 度（令 和 ３

年）」になっていることを確

認 

「助成申込（運営費）」をク

リック 
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④申請手続き 

下記画面に沿って入力を行います。 

グレーの部分について変更・修正が必要な場合は「継続申請」後の「企業情報変更申請」のお手

続きをお願いします。「継続申請」の段階での修正はできませんので、「継続申請」後の助成決

定を受けてからお手続きをお願いします。 

 

 

修正が必要な場合にはご入力をお

願い致します。 

修正が必要な場合にはご入力をお

願い致します。 
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子ども・子育て拠出金の納付実

績のご入力をお願い致します。 

要綱・要領及び各種関係法令

を遵守されているか改めて確

認し、該当するものをご選択

ください。 

修正が必要な場合のみご入力

をお願い致します。 

２箇月を超えて使用される従

業員など労働基準法第２０条

の規定に基づく「予め解雇の

予告を必要とする者」の人数

を記入（保育施設の従業員を

含む）してください 

設置企業の最長就業時間を記

入（２４時間制の場合は「0：

00～24：00」となります）し

てください 

法人の「貸借対照表」「損益

決算書」の値と一致するよう

記入してください（新設法人

で実績のない部分については

「０」としてください） 

⑦～⑩について入力してくだ

さい 

各施設に割り振られた「直近

の助成決定番号」を入力（運

営費・整備費を問いません）

してください 

受託の場合は受託年月日 
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⑤確認 

確認画面より申請内容を再度確認します。 

確認後、最下段の「申請を行う」をクリックすることで申請作業は終了となります。画面にア

ラートが表示される場合は、必須事項の入力の不備が考えられます。再入力後、改めて「次へ」

をクリックし、⑤の作業を行ってください。 

「共同利用」は、連携企業を募り、保

育施設を利用することを指します（共

同利用企業は共同利用契約を締結（仮

契約・覚書含）した分のみご記入くだ

さい。 

※契約に至っていない場合でも上段②

で「共同利用」の選択は可能 

「自主運営」 

「業務委託」 

※4/1から変更の場合に限り入力 

 自主運営から業務委託への変更また

は業務委託先を変更する場合は、５年

以上の保育実績が必要となります（５

年以上の保育実績を証する書類の添付

も必要です） 

満２歳以下の児童の食事の外部搬入

は、①及び②を満たすことが必要 

①搬入事業者：設置事業者、または関

連事業者（資本関係がある等） 

②調理場所：企業主導型保育施設、小

規模保育事業を実施する施設、事業所

内保育施設を実施する施設、社会福祉

施設または医療機関等。それが難しい

場合には学校給食法第３条第２項に規

定する義務教育諸学校又は同法第６条

に規定する共同調理場 

最後に「次へ」を押してください 

各年齢別定員数に対する自社枠数を入

力してください。 

※運営形態が一般事業主の場合、総定

員のうち１割以上自社枠定員を設定す

ることが必須となります（実施要綱第

３の２（１）②） 

令和３年度内に実施予定の場合は

レ点を入力 

以下を添付すること 

【必須】令和３年１月分登園表 

【必要な場合のみ】委託事業者の５年以上の保育実績を 

         証する書類 


